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事前確認シート 
 

事業番号 （１） 

調 査 名 介護医療院におけるサービス提供実態等に関する調査研究事業 

調査の趣旨 
○  平成 30 年に創設された介護医療院は、長期にわたり療養が必要である者に対

し、療養上の管理、看護、医学的管理下における介護及び機能訓練その他必要な

医療並びに日常生活上の世話を行うことを目的とする施設とされており、①「日

常的な医学管理」や「看取り・ターミナルケア」等の機能と②「生活施設」とし

ての機能とを兼ね備えた施設とされている。 

○  令和３年度介護報酬改定では、医療と介護の連携の推進に向け、これらの機能

の充実の観点からも加算の見直しが行われたところである。 

○  審議報告における今後の課題では、サービス提供の実態や介護療養型医療施設

等からの移行状況を把握した上で、介護療養型医療施設の廃止期限も踏まえつ

つ、どのような対応を図ることが適当なのかを検討していくべきとされており、

次期改定が医療介護同時改定であることを念頭に、医療介護連携のさらなる推進

に向け、介護医療院の機能の強化のための検討に資する基礎資料を作成するため

の調査を行う。 
当該調査の目的 
○  本事業では、介護医療院、介護療養型医療施設、介護療養型老人保健施設、医

療療養病床及びその利用者に対する調査を行うことで、各々の施設におけるサー

ビスの提供状況や利用者の医療ニーズ・ADL 等の実態、施設間の利用者の流出入

等の把握を行う。 

○  また、各施設に対する調査により介護医療院への移行予定を把握するととも

に、施設および自治体等における移行に向けた課題を明らかとする。 
調査内容 
① 介護医療院におけるサービス提供実態等の把握 
② 退所者について、状態や退所先等、介護医療院、介護療養型医療施設、医療療養

病床、介護療養型老人保健施設での比較 
③ 介護医療院の短期入所療養介護の利用者の実態の把握 
④ 介護療養型医療施設、医療療養病床、介護療養型老人保健施設を対象にした介護

医療院への移行に関する調査 
⑤ 療養病床等に関する自治体の認識・動向の把握 

集計・分析の視点 
○  介護医療院と医療療養病床の医療提供の実態の比較等を通し、医療介護連携を

推進するため、介護医療院の医療提供機能の向上に向けた課題の抽出を中心に、

次期医療介護同時改定の検討に資する基礎資料を作成する。 
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 ２ 

事前確認シート 
 

事業番号 （２） 

調 査 名 LIFE を活用した取組状況の把握および訪問系サービス・居宅介護支援

事業所における LIFE の活用可能性の検証に関する調査研究事業 
調査の趣旨 
 持続可能な介護保険制度の実現に向けて、より効果的・効率的な介護保険サービ 

スの提供について検討を進める必要があり、介護サービスの質の評価を行うことが 

求められている。令和３年度介護報酬改定において、LIFE へのデータ提出とフィ 

ードバックの活用による PDCA サイクルの推進とケアの質の向上を図るため、事業 

所の全利用者に係る事業所単位での取組や、既存の口腔・栄養や機能訓練に関する 

加算等における取組に加えた利用者単位での更なる取組に対する評価を創設した。 

 本事業では、LIFE を活用した取組（特にリハビリテーション・機能訓練、口 

腔、栄養等の他職種連携）についてその取組状況を把握するとともに、さらなる 

LIFE の活用に向けた課題の検討等を行う。 

 これに加えて、次期介護報酬改定に向けて、訪問系サービスおよび居宅介護支援 

事業所における LIFE を活用した介護の質の向上に資するような PDCA サイクルの 

推進について、モデル的に調査を実施し、具体的なユースケース等の検討を行うと 

ともに、LIFE 導入における課題等について検証を行う。 

 
当該調査の目的 
【LIFEを活用した取組状況の把握について】 

○  LIFE を活用した取組（特にリハビリテーション・機能訓練、口腔､栄養等の多

職種連携）について、LIFE の開始前後の推移を含めた実態、LIFE の活用が介護

の内容や質に及ぼした影響等を明らかにするともに、さらなる LIFE の活用に向

けた課題を示す。 
 
【訪問系サービス・居宅介護支援事業所におけるLIFEの活用可能性の検証について】 

○  次期介護報酬改定において、訪問系サービスおよび居宅介護支援事業所を対象

とする LIFE へのデータ提出とフィードバック等の活用を要件とした加算を導入

する意義を検討し、その実現可能性、課題等を示す。 

 
調査内容 
【LIFEを活用した取組状況の把握について】 

○  介護関連DB(介護保険総合データベース、LIFE)に収集されているデータを分析 

し、LIFEを活用した取組の推移を含めた実態把握、LIFEの活用が介護の内容や質

に及ぼした影響等の検証を行う。 

○ 更に、アンケート調査や訪問調査等を実施し、LIFEへのデータ提出やフィード

バックが介護の質に及ぼした影響等についてより詳細に検証し、さらなるLIFEの

活用に向けた改善点および課題の検討等を行う。 
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【訪問系サービス・居宅介護支援事業所におけるLIFEの活用可能性の検証について】 

○  訪問系サービスおよび居宅介護支援事業所を対象として、実際に LIFE を用いた 

データ提出とフィードバックを試行するモデル事業を実施し、LIFE 導入の意義、

実現可能性、課題等について検証する。 

 
集計・分析の視点 
【LIFEを活用した取組状況の把握について】 

(a)LIFEを活用した取組の実施割合と推移を明らかにし、（ｂ）の結果も踏まえつ

つ、さらなる活用に向けた課題を検証し、方針を示す。 

(b) LIFEを活用することで介護の内容や質の改善に役立っているのかを検証し、

それを踏まえて、さらなるLIFEの活用に向けた改善点および課題を検討する。 

(c)「見える化システム」等を介した共有を前提とした、好事例の収集を行う。 

 

【訪問系サービス・居宅介護支援事業所におけるLIFEの活用可能性の検証について】 

(a)訪問系サービスおよび居宅介護支援事業所における LIFE 導入の意義、実現可

能性、導入に向けた課題等について検証する。 

 

 
  

３ 
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事前確認シート 
 

事業番号 （３） 

調 査 名 文書負担軽減や手続きの効率化による介護現場の業務負担軽減に関する

調査研究事業 
調査の趣旨 
令和３年度の介護報酬改定では、利用者への説明・同意等に係る見直しや記録の保

存等に係る見直し等を行うこととしたところであり、あわせて、令和３年度介護報酬

改定に関する審議報告では、今後の課題として、現場の実態等も踏まえながら、介護

現場の業務負担軽減の観点から、更なる文書負担の軽減や手続きの効率化等につい

て、引き続き検討していくべきといった内容が明記されたところである。 

本事業においては、令和３年度介護報酬における利用者への説明・同意等に係る見

直しや記録の保存等に係る見直し等による業務負担軽減の効果検証及び更なる文書負

担の軽減や手続きの効率化等の検討に資する基礎資料を得るための調査を行う。 

 

当該調査の目的 
本事業では、全国の訪問系サービス、通所系サービス、居宅介護支援、施設・居住

系サービスを対象とした調査を行い、以下の見直しによる事業者の業務への影響を明

らかにするとともに、更なる文書負担軽減や手続きの効率化のための課題等を調査す

る。 
①利用者への説明・同意等に係る見直し 
②記録の保存等に係る見直し 
③運営規程等における従業者の員数の記載に関する見直し 
④運営規程等の重要事項の掲示に関する見直し 
 
調査内容 

○ 事業所の基本情報 
○ 利用者への説明・同意等に関する電磁的方法の利用状況と文書量・業務量の変化 
○ 各種記録の電磁的記録の利用状況と文書量・業務量の変化 
○ 運営規程や重要事項説明書における従業者の員数の記載の見直しを踏まえた対応

状況と業務量（自治体への届出の頻度）の変化 
○ 運営規程等の重要事項の掲示の見直しを踏まえた対応状況 
○ 更なる文書負担軽減や手続きの効率化のための介護現場の実態および課題の把握 
                                     等 

集計・分析の視点 
○ 各種見直しにより、過去と比較して事業所の文書量・業務量がどのように変化し

たか 
○ 利用者への説明・同意等に関する電磁的方法や、各種記録の電磁的記録を利用す

るにあたり、どのような課題があるか 
 

 
４ 
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事前確認シート 
 

事業番号 （４） 

調 査 名 福祉用具貸与価格の適正化に関する調査研究事業 

調査の趣旨 
○ 福祉用具については、平成 30 年 10 月から商品ごとに全国平均貸与価格の公表

や貸与価格の上限設定を実施し、施行後の実態を踏まえつつ、概ね１年に１度の

頻度で見直すこととしていたところ。 

○ そのため、平成 30 年 10 月に実施した上限設定の施行後の実態把握を行い、毎

年度見直しても十分な適正化効果が得られない一方、事業所の事務負担が大きい

ことから、他サービスと同様、３年に１度の頻度で見直すこととし、令和３年４

月貸与分から適用することとした。 

○ 本事業においては、令和３年４月以降の貸与価格や事業所の事務負担を含めた

経営等に関する実態について調査研究を実施し、次期上限設定に向けた検討のた

めの基礎資料を得ることを目的とする。 
当該調査の目的 
○ 初の上限価格見直しとなった令和３年４月前後における貸与価格の実態、貸与

事業者の事務負担を含めた経営の実態、利用者へのサービス提供に与える影響の

実態等について検証を行う。 

調査内容 
（調査方法） 
介護保険総合データベースでの分析、福祉用具貸与事業所や利用者等へのアンケー

ト調査、福祉用具貸与事業所やレンタル卸事業書等へのヒアリング調査 
 
（調査項目） 
①上限価格見直し前後における貸与価格 
②上限価格見直し前後における事務負担や掲示状況の変化 
③上限価格見直し前後におけるサービス内容の変化等、利用者への影響 
 
集計・分析の視点 
○ 介護保険総合データベースを用いた介護レセプト等情報の集計により、上限価 
格見直し前後の貸与価格の変化、貸与総額の削減率等を把握し、これまでの、な

いし今後の価格動向・適正化効果に関する分析を行う。 
○ 福祉用具貸与事業所や利用者等へのアンケート調査及び、福祉用具貸与事業所

やレンタル卸事業者等へのヒアリング調査を通じて、上限価格見直し前後の事業

所の対応や経営への影響、利用者に対するサービスへの影響等について把握す

る。 
 
 

５ 


